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八雲町建築工事監理業務特記仕様書 

Ⅰ 業務概要 

 
１ 委託業務名称 （ ユーラップ生活館新築工事監理業務 ） 

 

 

２ 対象施設の概要     

(1)対象施設名称 （ ユーラップ生活館         ） 

(2)敷地の場所 （ 二海郡八雲町豊河町 18-1      ） 

(3)施設用途 （ 集会場              ） 

平成 31 年度国土交通省告示第 98 号別添 2 第 12 号第１類とする。 

            業務委託料算定基準は、上記告示に基づくものとする。 

３ 対象工事の概要 

この工事監理業務に関連する工事は、次のとおりとし、対象工事の名称、工期及び請負契約は

適用欄に○印を付けたものとする。 

適
⽤ 工事名 工事概要 

工期※１ 
請

負 

業

者 
※２ 

工事に含む工種 

自 至 
建
築 

電
気 

機
械 

外
構 

○ 
  ユーラップ生活館新築工事 

監理業務 

ユーラップ生活館新築 

工事  290.35 ㎡ 

付属物置  16.98 ㎡ 

建築主体・電機設備・機

械設備工事一式 

Ｒ8.6 月 

予定から

Ｒ9.3.12 

まで 

未

定 
○ ○ ○  

 

※1 未契約の場合は、予定日を記入 ※2 未契約の場合は、未定と記入 

４ 業務における留意事項 

この工事監理業務における留意事項は、次のとおりとする。 

ａ 工区・工種毎の工事発注により全体的な調整に留意し監理業務を遂行すること。 

ｂ 交付金事業に係る資料作成業務。 

Ⅱ 業務仕様 

特記仕様書に記載されていない事項は、「八雲町建築工事監理業務共通仕様書」による。 

１ 特記仕様書の適用 
(1) 特記仕様書に記載された特記事項の中で・印の付いたものについては、○印の付いたものを

適用する。・印に○印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。また、・印 と※印

に○印が付いた場合は、共に適用する。 

 

２ 管理技術者等の資格要件 

業務の実施にあたっては、下記の資格要件を満足する管理技術者等を適切に配置した体制とする。 

なお、「管理技術者等」とは、管理技術者、主任技術者を総称していう。 

(1) 管理技術者 

管理技術者は、下記の資格要件及び実務経験等を満足し、かつ設計図書の設計内容を的確に

掌握するとともに、工事監理等についての高度な技術能力及び経験を有する者とする。 
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ａ 資格要件 

○・  建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士 

・ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士又は建築設備士 

ｂ 実務経験等 

下記に掲げる公共建築工事標準仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部）又はそれに準

ずる仕様書を適用した工事の工事監理について指定した年数以上の経験を有すること 

○・  建築工事編 

・ 電気設備工事編又は機械設備工事編 

 ・ 13 年以上の実務経験 

    ○・  8 年以上の実務経験 

(2) 主任技術者 

ａ 建築主任技術者 

○・  建築主任技術者は、下記の資格要件及び実務経験等を満足し、かつ設計図書の設計内

容を的確に判断するとともに、工事監理等についての技術能力及び経験を有する者をお

くこととする。 

ア 資格要件 

・ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士 

○・  建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士又は二級建築士 

イ 実務経験等 

公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部）又はそれ

に準ずる仕様書を適用した工事の工事監理について指定した年数以上の経験を有するこ

と。 

○・  ５年以上の実務経験を有すること 

○・  建築主任技術者と管理技術者は兼任できる。 

ｂ 設備主任技術者（電気設備及び機械設備） 

○・  電気設備主任技術者は、下記の資格要件及び実務経験等を満足し、かつ設計図書の

設計内容を的確に判断するとともに、工事監理等についての技術能力及び経験を有す

る者をおくこととする。 

○・  機械設備主任技術者は、下記の資格要件及び実務経験等を満足し、かつ設計図書の

設計内容を的確に判断するとともに、工事監理等についての技術能力及び経験を有す

る者をおくこととする。 

○・  電気設備主任技術者及び機械設備主任技術者は兼任できる。 

・ 設備主任技術者と管理技術者は兼任できる。(小規模な工事監理業務の場合のみ) 

ア 実務経験等 

○・  電気機械における各分野に応じた公共建築工事標準仕様書（国土交通省大臣官房官

庁営繕部）又はそれに準ずる仕様書を適用した工事の工事監理について指定した年数

以上の経験を有すること。 

○・  ５年以上の実務経験を有すること 
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３ 工事監理業務の内容 

(1) 一般業務は、共通仕様書「第２章 工事監理業務の内容」に規定した項目の他、以下の特記

による。各項に定めた確認及び検討の詳細な方法については、調査職員の指示によるものとす

る。また、業務内容に疑義が生じた場合には、速やかに調査職員と協議するものとする。 

ａ 工事監理に関する業務 

ア 工事監理に関する業務 

1) 工事監理方針の説明 

2) 工事監理方法変更の場合の協議 

イ 設計図書内容の把握等の業務 

1) 設計図書内容の把握 

2) 質疑書の検討 

ウ 施工図等を設計図書に照らして検討及び報告する業務 

1) 施工図の検討及び報告 

検討にあたっては、設計図書との整合性の確認、納まりの確認、建築工事と設備工事と

の整合の確認等について、十分留意する。 

施工図の検討をより効率的に行うために、施工図作成の基礎となる総合図を作成した場

合についても検討を行うこととする。 

2) 工事材料、設備機器等の検討及び報告 

エ 工事と設計図書との照合及び確認 

  設計図書に定めのある方法による確認のほか、目視による確認、抽出による確認、受注

者等から提出される品質管理記録の確認のいずれかの方法で行うこととする。 

オ 工事と設計図書との照合及び確認の結果報告等 

カ 業務報告書等の提出 

 

ｂ 工事監理に関するその他の業務 

ア 工程表の検討及び報告 

  イ 設計図書に定めのある施工計画書の検討及び報告 

  ウ 工事と工事請負契約との照合、確認、報告等 

1)  工事と工事請負契約との照合、確認、報告 

2)  工事請負契約に定められた指示、検査等 

3)  工事が設計図書の内容に適合しない疑いがある場合の破壊検査 

エ 関係機関の検査の立会い等 

オ シックハウス対策 

本工事におけるシックハウス対策については、「北海道公共建築物シックウハウス対策

マニュアル」を基本とし、設計図書に基づく建築材料等の選定やＶＯＣの濃度測定などに

関して、工事施工者に助言を行うとともに内容の確認を行うこと。 

 

(2) 追加業務は、以下に示す項目とする。各項に定めた確認及び検討の詳細な方法については、

調査職員の指示によるものとする。また、業務内容に疑義が生じた場合には、速やかに調査職

員と協議するものとする。 

○・  関連工事の調整に関する業務 

工事が複数の受注者等に分割されて行われ、それらの工事が他の工事と密接に関連する

場合、必要に応じて受注者等の協力を受けて調整を行うべき事項を検討し、その結果を調

査職員に報告する。 

○・  施工計画等の特別の検討・助言に関する業務 

現場、製作工場などにおける以下に掲げる特殊な作業方法及び工事用機械器具について、

その妥当性を技術的観点から検討し、請負人等に対して助言すべき事項を調査職員に報告

する。 
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○・  完成図の確認 

ア 設計図書の定めにより受注者等が提出する完成図について、その内容が適切であるか

否かを確認し、結果を調査職員に報告する。 

イ 前項の確認の結果、適切でないと認められる場合には、受注者等に対して修正を求め

るべき事項を検討し、その結果を調査職員に報告する。 

・ 設計意図伝達業務（・ 有り  ※ 無し） 

   有りの場合は、営繕工事監理業務委託特記仕様書その２による。 

・ 特例加算等の交付金申請に関する業務 

 ア 特例加算申請に係る資料の作成 

 イ 特定工事等申請に係る資料の作成 

 
４ 業務の実施 

(1) 適用基準等 

受託者は、下記の基準等に基づき業務を実施するものとする。 

ａ 適用基準 

○・公共建築工事標準仕様書（各工事編）      最新版 

・公共建築改修工事標準仕様書（各工事編） 最新版 

・建築物解体工事共通仕様書        最新版 

・北海道建設部土木工事共通仕様書     最新版 

○・水道工事標準仕様書( 土木工事編)     最新版 

・木造建築工事標準仕様書         最新版 

ｂ その他の適用基準等 

※対象工事の設計図書                                        

(2) 打合せ及び記録 

ａ 調査職員と受託者との打合せについては、次の時期に行う。 

○・  業務着手時 

・ 業務計画書に定める時期 

○・  調査職員又は管理技術者が必要と認めたとき 

○・  その他（ 定例打合せ等         ） 

ｂ 受託者は、工事監理業務が適切に行われるよう、受注者等と定期的かつ密接に連絡をと

り、施工状況について把握しなければならない。 

(3) 業務計画書 

業務計画書に対する記載事項については、以下のとおりとする。 

ａ 業務一般事項 

ア 業務の目的 

イ 業務計画書の適用範囲 

ウ  業務計画書の適用法令 

エ  業務計画書の適用基準類 

オ  業務計画書に内容変更が生じた場合の処置方法 

業務の目的、本計画書の適用範囲・適用法令・適用基準類、並びに本計画書に内容変

更の必要が生じた場合の処置方法を把握した上で、その内容を記載する。 

ｂ 業務工程計画 

「業務工程表」に必要事項を記載する。対象工事の実施工程との整合を図るため、受

注者等から提出される工事の実施工程表の内容を十分検討の上、作成する。検討に用い

た実施工程表についても参考として添付する。 
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ｃ 業務体制 

ア 受託者側の管理体制 

「受託者管理体制系統図」に必要事項を記載する。 

 

イ 業務運営計画 

受託者が現場定例会議に参加する場合は、現場定例会議の開催に係る事項（出席者、

開催時期、議題、役割分担、その他必要事項）を記載する。現場定例会議に参加しない

場合は、受託者が受注者等と施工状況の確認のため密接に連絡をとる方法について記載

する。 

ウ 管理技術者等の経歴 

「管理技術者経歴書」及び「主任技術者経歴書」に必要事項を記載する。なお、管理

技術者と主任技術者が兼任する場合、「主任技術者経歴書」は必要ない。 

ｄ 業務方針 

仕様書に定められた工事監理業務内容に対する業務の実施方針について記載し、受託

者として特に重点を置いて実施する業務等についても記載する。 

(4) 関係官公庁への手続き等 

関係官公庁への手続き等については、建築基準法等の法令に基づく官公庁等の検査（建築主

事等関係官署の検査）に必要な書類の原案を作成して調査職員に提出し、また検査に立会う。 

(5) 業務処理結果報告書 

管理技術者は、以下の業務処理結果報告書を毎月作成し、翌月 10 日までに業務担当員へ提出

する。 

ａ 月間業務計画表・月間業務実施表 

受注者等が提出した実施工程表を踏まえ、月間の業務計画を立て、「月間業務計画・

報告書」のうち「予定」欄に必要事項を記載する。その後の業務の進捗に伴い、業務の

実施状況について「実施」欄に必要事項を記載する。 

ｂ 報告書 

受注者等が提出した協議書並びに施工図等の検討資料に対し、必要事項を詳細に記載

するとともに、「報告書・提案書」に受注者等に対し報告すべき事項及び提案事項を簡

潔に記載し、検討資料とリンクさせて取りまとめる。必要に応じ、調査職員からの指示

内容が記載された「指示書」、受託者と調査職員との間の協議内容が記載された「協議

書」についても添付することとする。 

ｃ 打合せ記録簿 

調査職員及び受注者等との打合せ結果について、「工事監理打合せ記録簿」に必要事

項を記載する。 

ｄ 月報 

「工事監理業務月報」に、主要な月間業務実施内容について、業務内容ごとに簡潔に

記載する。 

ｅ 日報兼出勤簿 

「日報兼出勤簿」に、日々の業務内容について、簡潔に記載する。また、業務を実施

した日付の出勤簿の欄に押印する。 

ｆ  工事監理業務実施状況 

工事監理業務の実施状況について、写真を添付するとともに実施内容を記載する。 

(6) 電子納品 

※ 本業務は、電子納品対象業務とする。 

 

 (7) 完了確認 

ａ 受託者は、「実績報告書」の提出をもって業務の完了を通知する。 

ｂ 受託者は、管理技術者が毎月報告した業務処理結果報告書を一括整理し、別途調査職員

が指示した書類等とともに調査職員に提出しておかなければならない。 
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５ 提出書類等 

提出書類等（第 10 条関係） 部 数 製本形態 摘    要 

ア 提出書類    

・業務計画書 １部 A4 左綴じ 様式 1 

・業務処理結果報告書 １部 A4 左綴じ 様式 2 

・営繕工事チェックリスト １部 A4 左綴じ 北海道営繕部様式 

イ 資料    

・出勤簿集計表 1 部  様式 3 

・    

ウ 電子データ    

・電子納品 （ＣＤ－Ｒ等） １式   

エ その他    

・    

・    
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別紙２ 

対象業務表 

 

 項  目 受託者 

 

 

工事監理

に関する

業務 

工事監理方針の説明等 工事監理方針の説明 ○ 

工事監理方法変更の場合の協議 ○ 

設計図書の内容の把握等 設計図書の内容の把握 ○ 

質疑書の検討 ○ 

 施工図等の検討及び報告 ○ 

工事材料、設備機器等の検討及び報告 ○ 

工事と設計図書との照合及び確認 ○ 

工事と設計図書との照合及び確認の結果報告等 ○ 

工事監理報告書等の提出 ○ 

 

 

工事監理

に関する

その他の

業務 

請負代金内訳書の検討及び報告 － 

工程表の検討及び報告 ○ 

設計図書に定めのある施工計画書の検討及び報告 ○ 

工事と工事請負契約との

照合、確認、報告等 

工事と工事請負契約との照合、確認、報告 ○ 

工事請負契約に定められた指示、検査等 ○ 

工事が設計図書の内容に適合しない疑いが

ある場合の破壊検査 
○ 

工事請負契約の目的物の引渡しの立会い ○ 

関係機関の検査の立会い等 ○ 

工事費支払いの審査 工事期間中の工事費支払い請求の審査 － 

最終支払い請求の審査 － 

○ 対象業務 

△ 対象外業務率を乗じている業務 

－ 対象外業務 

 

 

 

 


